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青島：皆様、財務本部の青島でございます。本日はお忙しい中、当社の決算説明にご参加いただき、誠にありが

とうございます。それでは、私より 2025年度第 1四半期決算および 2025年度通期予想についてご説明いたし

ます。 
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まずは、5 ページをご覧ください。2025年度第 1四半期決算のポイントでございます。 

第 1四半期の実績は、前年比で増収、各段階損益で増益となりました。売上高は 2,937億円、営業利益は

プラス 84億円、経常利益はプラス 78億円、親会社株主に帰属する当期純利益はプラス 52億円となりまし

た。 
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次の 6 ページは、要約 P/L でございます。第 1四半期の実績に関する売上高および営業利益については、10

ページ、11ページの増減要因で説明いたしますが、その他の項目について補足いたします。 

持分法投資損益は、前年比で 24億円減少していますが、主に UACJ社が持分法適用会社から除外となった

ことによるものでございます。 

為替差損が、前年比で約 33億円悪化していますが、主に円や台湾ドルに対し、米ドル安となったことで、外貨建

て債権の評価が減少した影響で発生しております。 
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次に、7 ページでございます。通期予想は、5月公表時の予想を据え置きます。為替レートの前提も、1 ドル 140

円で据え置きます。 

また、米国関税措置の影響を 5月公表時よりアップデートしております。現時点で把握している直接的なコスト増

加への対応が、おおむね期初想定通りの進捗となっており、全てリカバーする予定でございます。 

一部セグメントにおいて、売上、営業利益を見直しており、次 8 ページで説明いたします。 
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自動車部品・電池セグメントについては、古河電池の非連結化が当初想定より遅れるため、売上高 250億円、

営業利益 20億円を上方修正し、機能製品セグメントは、銅箔において台湾ドル高・米ドル安が進んだこと、半

導体製造用テープにおいて主要顧客の需要変化に伴う減収を見込み、売上高 250億円、営業利益 20億円

を下方修正します。連結全体の見通しは、5月公表値を据え置きます。 
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次に 9 ページです。今年度営業利益の見通しについて説明します。 

第 1四半期の実績は、前年比で 49億円増益となりました。第 2四半期から年度末までの見通しを前年比で

示すと、連結全体で 10億円の増益を見込んでいます。 

これには、2 クォーター以降の為替の前提を 1 ドル 140円にしていることによる、約 40億円の減益影響が含まれ

ています。つまり、為替が昨年ベースになれば、約 40億円上振れする可能性があることになります。 

情報通信ソリューションセグメントは、今後、データセンタ関連製品の売上が増加することで、前年比増益。エネル

ギーインフラは、個々の案件の採算性の違いから前年比減益。自動車部品・電池セグメントは、古河電池の非連

結化により前年比減益。機能製品セグメントは、データセンタ関連製品の需要が堅調なため、前年比増益を見

込んでいます。 
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次の 10 ページは、第 1四半期の売上高増減要因です。 

売上高は、前年同期比プラス 202億円です。地金価格の変動はマイナス 10億円、円高による為替影響はマ

イナス 16億円、連結範囲の異動等を含めた実質的な変動はプラス 228億円となります。 

実質的な変動の主な内訳は、情報通信ソリューションで約 120億円増加、電装エレクトロニクス材料で約 60

億円増加、機能製品で約 15億円増加となりました。 
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次の 11 ページは、営業利益の増減要因でございます。 

売上増による 57億円のプラスです。主な内訳は、情報通信ソリューションで 38億円、機能製品で 11億円のプ

ラスとなりました。原燃料・物流費や減価償却費・研究費、その他固定費が増加していますが、改善効果等のプラ

ス 51億円でカバーしています。為替影響は、円高により 8億円のマイナス、全体の増減要因のプラス 49億円

は、ほぼ売上の増加によるものと捉えております。 
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次に 12 ページです。ここからは、サブセグメントの状況についての説明となります。 

まずは、情報通信ソリューションです。第 1四半期の実績は、前年同期比で増収増益です。データセンタ向け製

品等の売上が増えてきたことにより、増益となりました。事業環境の認識は、こちらにお示ししておりますが、5月公

表時から大きな変化点はございません。 
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次の 13 ページは、エネルギーインフラでございます。 

第 1四半期の実績は、前年同期比で増収減益です。工事案件ごとに採算性等が違うことから、第 1四半期は

減益となったものの、国内超高圧・再エネ関連・機能線の需要は引き続き堅調でございます。事業環境の認識

も、5月公表時から大きな変化はございません。 
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次の 14 ページは、自動車部品・電池です。 

第 1四半期の実績は、前年同期比で増収増益です。前年は、価格適正化が 2 クォーター以降に進みました

が、今年度はすでに平準化されていることや、古河電池が堅調であることから、前年同期比で増益となりました。 

古河電池の公開買い付けの状況を考慮し、非連結化のタイミングを 3 クォーターから 4 クォーターに修正したこと

で、通期見通しを上方修正しました。それ以外の事業環境の認識は、5月公表時から変化はございません。 
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次の 15 ページは、電装エレクトロニクス材料です。 

第 1四半期の実績は、前年同期比で増収増益です。主に、海外連結子会社での増収により増益となっておりま

すが、営業利益はほぼ前年並みでございます。事業環境の認識は、5月公表時から変化はございません。 
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次の 16 ページは、機能製品です。 

第 1四半期の実績は、前年同期比で増収増益です。データセンタ関連製品の需要は旺盛で、サーマル製品や

ハードディスク用アルミブランク材の売上が増加したことにより、増益となりました。 

一方、銅箔において台湾ドル高・米ドル安が進んだこと、半導体製造用テープにおいて主要顧客の需要変化に伴

う減収により、減益となりました。データセンタ関連投資の活況は引き続き継続しますが、第 1四半期に減益要因

となった銅箔と、半導体製造用テープの事業環境認識を織り込み、通期予想は下方修正しました。 
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次の 17 ページは、要約 B/Sでございます。 

総資産は 9,740億円、前年度末より 130億円減少しました。主に円高による為替影響によるものです。また、

純資産の株主資本減少は、主に配当を実施したことによるものです。 

  



 
 

 

15 
 

 

次の 18 ページは、設備投資額、減価償却費、研究開発費です。 

設備投資額、減価償却費、研究開発費についても、5月に公表した数値から変更はございません。今後の設備

投資は、主にデータセンタ関連などの注力分野に投資を行ってまいります。 

私からの説明は、以上となります。 

 


